
5．社会保障制度改革

一一一世代間・世代内の公平を図り、持続可能で信頼できる社会保障制度に改

革する。

【改革のポイント】

（1）経済と調和し、かつ、国民生活の安心を確保できる、持続可能な社会保障制

度を確立することが、経済社会の活力の源である。このため、活力ある高齢社

会を構築する中で、国民の安心を確保しながら、社会保障給付費の伸びを抑制

し、国民負担率の上昇を極力抑制する。

（2）年金制度は、現行制度のままでは、若年世代の負担が過重なものとなり、世

代間のバランスを失することになってしまうことから、給付と負担の改革を行

う。また、「生涯現役社会」や「男女共同参画社会」の理念に合致した制度に向

けた改革を行う。

（3）保険者の再編・癒合、高齢者医療制度、診療報酬体系についての基本方針の早

期具体化、増大する高齢者医療費の伸びの適正化方策や公的保険給付の内容及

び範囲の見直し等の課題の早期検討・実施、’「今後の経済財政運営及び経済社会

の構造改革に関する基本方針」（平成13年6月26日閣議決定。以下、「基本方

針2001」）に盛り込まれた「医療サービス効率化プログラム（仮称）」の早期の

完全実施など、医療制度改革を加速する。

（4）年金・医療・介護・生活保護などの社会保障サービスを一体的にとらえ、制

度の設計を相互に関連づけて行う。

【具体的手段】

（1）社会保障給付費の伸びの抑制

今後の一層の少子高齢化の進行の下で、政府の規模を抑制するとの方針を踏

まえ、医療制度改革を加速するとともに、年金制度や介護制度について新たな

改革を行い、持続可能な制度を確立し国民の安心を確保しながら社会保障給付

費の伸びを抑制する。その際、自助努力や民間部門の活用を図ることが重要で

ある。

（2）年金制度の改革

平成16年に予定される次期年金制度改正においては、後述の課題を念頭にお

きつつ、次の①～⑧の基本的方針に沿った改革を行う。これにより、頻繁に制

度改正を繰り返す必要のない恒久的な改革とする。

①　現行の給付と負担の水準では制度は維持できない。持続可能な制度を構築す

るためには、将来の現役世代の負担を過重にしないため、早期の給付調整を図
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ることを基本とする。その際、年金受給者や年金受給の近い者に対して、急激

な変化をもたらさないよう配慮する。

②　保険料は引き上げざるを得ないが、将来の最終的な保険料については、国民

負担率の上昇抑制と、将来の現役世代の過重な負担の回避という視点を重視し、

決定する。保険料の引上げは早期に行う。

③　基礎年金の国庫負担については、－平成12年年金改正法附則の規定を踏まえ

対応する。

④　将来における負担を一定水準に固定し、既に年金を受給している者も含めて、

人口や経済の状況変化に応じて給付を自動的に調整する仕組みの導入を念頭

に置き、長期的な給付と負担の均衡を図る。

⑨　年金給付については、④にあわせて、片働き世帯を前提とした給付水準の見

直しを行うとともに、高齢者の経済格差に配慮した給付抑制や負担のあり方に

ついての検討を行う。

⑥　積立金については、その水準は将来に向けて、年金の支払に支障のない程度

まで抑制する。積立金の運用は、独立した第主著機関で効率的に行い、受託者

責任を厳正に適用する。

⑦　第3号被保険者制度の見直し、短時間労働者の年金通用、在職高齢者につい

ての給付のあり方の見直しなど、女性や高齢者の就労を阻害せず、働くことに

中立的な制度とする。

⑧　年金制度の未納・未加入者に対する徴収の強化を徹底する。

また、以下の課題についても検討を行う。

（i）基礎年金の負担の仕方は、現在、職業等によって異なっているが、基礎年

金の役割・位置付けを明確にし、職業を闘わず共通の負担の仕組みとなるよ

う給付の仕組みと併せて検討を進めること。

（ii）将来の生涯現役社会を展望した支給開始年齢のあり方について、雇用と年

金の連携を考慮しつつ、検討を行うこと。

（3）医療制度の改革

国民皆保険体制の下で、医療サービスの多様化・質の向上と患者による選択の

拡大を図るとともに、公的医療費の伸びゐ抑制を図り、経済・財政とも均衡のと

れたものとなるよう、持続可能性のある医療制度への改革を引き続き推進する。

①　本年3月に閣議決定した保険者の再編・統合、高齢者医療制度、診療報酬体

系についての「基本方針」の具体化について実施可能なものから極力早期に実

施していく。

②　増大する高齢者医療費の伸びの適正化方策や、公的保険給付の内容及び範囲

の見直し等の「基本方針」以外の課題について、早期に検討を行い、実施する。

17

●



③「基本方針2001」に盛り込まれた「医療サービス効率化プログラム（仮称）」

について、工程表を改めて作成し、早期の完全実施を行う。

（4）介護保険制度の改革

介護保険制度については、給付費が増大する中、制度全般の検証を行い、介護

保険が適用される給付の内容及び水準、施設・在宅の枠組みを越えた新しいタイ

プのサービスのあり方、施設サービスにおけるいわゆる「ホテルコスト」等給付

と負担のあり方について検討を行い、必要な措置を講ずる。

（5）社会保障サービスの一体的な設計

①　「社会保障個人会計（仮称）」の導入に向けて検討を進める。この場合、現

役世代にとっても年金の給付と負担が分かりやすい仕組みを工夫し、基礎年金、

報酬比例年金それぞれの給付と負担について、加入者個々人に情報提供を行う。

②　少子化の流れを変え、子どもを生み、育てやすい環境づくりに総合的に取

り組むなど、次世代育成の支援を進める。

③　生活保護においても、物価、賃金動向、社会経済情勢の変化、年金制度改

革などとの関係を踏まえ、老齢加算等の扶助基準など制度、運営の両i副こわ

たる見直しが必要である。

④　医療保険や介護保険の保険料、医療や介護サ「ビスを受けた場合の自己負

担の所得基準などについて、世代間・世代内の公平の観点から、制度相互の

関係を含め、一体的に見直す必要がある。
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6．「国と地方」の改革

一一一「三位一体の改革」を推進し、地方が決定すべきことは地方が自ら決定

するという地方自治の本来の姿の実現に向け改革。

【改革のポイント】

「官から民へ」、「国から地方へ」の考え方の下、地方の権限と責任を大幅に拡

大し、国と地方の明確な役割分担に基づいた自主・自立の地域社会からなる地

方分権型の新しい行政システムを構築していく必要がある。このため、事務事

業及び国庫補助負担事業のあり方の抜本的な見直しに取り組むとともに、地方

分権の理念に沿って、国の関与を縮小し、税源移譲等により地方税の充実を図

ることで、歳入・歳出両面での地方の自由度を高める。

これにより、受益と負担の関係を明確化し、地方が自らの支出を自らの権限、

責任、財源で賄う割合を増やし、真に住民に必要な行政サービスを地方自らの

責任で自主的、効率的に選択する幅を拡大する。

同時に、行政の効率化、歳出の縮減・合理化をはじめとする団・地方を通じた

行財政改革を強力かつ一体的に進め、行財政システムを持続可能なものへと変

革していくなど、「効率的で小さな政府」を実現する。

（1）三位一体の改革によって達成されるべき「望ましい姿」

①地方の一般財源の割合の引上げ

地方税の充実確保を図るとともに、社会保障関係費の抑制に努めるなど、地

方財政における国庫補助負担金への依存を抑制することにより、地方の一般財

源（地方税、地方譲与税、地方特例交付金及び地方交付税）の割合を着実に引

き上げる。

なお、その際、国・地方の財政事情を踏まえるとともに、歳出の徹底した縮

減・合理化に努める。

②地方税の充実、交付税への依存の引下げ

税源移譲等による地方税の充実確保、地方歳出の徹底した見直しによる交付

税総額の抑制等により、地方の一般財源に占める地方税の割合を過去の動向も

踏まえつつ着実に引き上げ、地方交付税への依存を低下させる。この結果、不

交付団体（市町村）の人口の割合を大幅に高めることを目指す。

また、課税自主権の拡大を図ることにより、地方団体や住民の自立意識の更

なる向上を目指していく。
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③効率的で小さな政府の実現

「改革と展望」の方針に沿って歳出構造改革を行うことに加え、「三位一体

の改革」により、真に地方にとって効果・効率の高い選択を行うことを可能に

することを通じて、「効率的で小さな政府」を実現する。

地方財政においては、現在、約17兆円を上回る財源不足が生じている。国・

地方を通じた歳出の徹底的な見直しを行うなど財政健全化を図ることにより、

プライマリーバランスを黒字化し、更に地方財源不足を解消することを目指

す。

（2）三位一体の改革の具体的な改革工程

（》国庫補助負担金の改革

地方の権限と責任を大幅に拡大するとともに、国・地方を通じた行政のスリ

ム化を図る観点から、「自助と自律」にふさわしい国と地方の役割分担に応じた

事務事業及び国庫補助負担金のあり方の抜本的な見直しを行う。

このため、「改革と展望」の期間（当初策定時の期間で平成18年度までをい

う。以下、「6．『国と地方』の改革」において同じ。）において、別紙2の「国

庫補助負担金等整理合理化方針」に掲げる措置及びスケジュールに基づき、事

務事業の徹底的な見直しを行いつつ、国庫補助負担金については、広範な検討

を更に進め、概ね4兆円程度を目途に廃止、縮減等の改革を行う。その際、国・

地方を通じた行財政の効率化・合理化を強力に進めることにより、公共事業関

係の国庫補助負担金等についても改革する。

②地方交付税の改革

地方交付税の財源保障機能たっいては、その全般を見直し、「改革と展望」の

期間中に縮小していく。他方、必要な行政水準について国民的合意を図りつつ

地域間の財政力格差を調整することはなお必要である。

また、国・地方を通じた歳出の縮減、必要な公共サービスを支える安定的な

歳入構造の構築等を通じて、早期に地方財源不足を解消し、その後は、交付税

への依存体質から脱却し、真の地方財政の自立を目指す。

このような観点から、次のとおり取り組む。

（i）　国の歳出の徹底的な見直しと歩調を合わせつつ、「改革と展望」の期間

中に、以下のような措置等により、地方財政計画の歳出を徹底的に見直す。

これにより、地方交付税総額を抑制し、財源保障機能を縮小していく。こ

の場合、歳入・歳出の両面における地方団体の自助努力を促していくこと
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を進める。

・国庫補助負担金の廃止、縮減による補助事業の抑制

・地方財政計画計上人員を4万人以上純減

・投資的経費（単独）を平成2～3年度の水準を目安に抑制

・一般行政経費等（単独）を現在の水準以下に抑制

（ii）　国の関与の廃止・縮小に対応した算定方法の簡素化及び段階補正の見直

しを更に進めていく。また、基準財政需要額に対する地方債元利償還金の

後年度算入措置を各事業の性格に応じて見直す。同時に、地方債に対する

市場の評価がより機能するように取り組んでいく。

（iii）　現在、9割以上の地方団体が地方交付税の交付団体となっているが、三

位一体の改革を進めることを通じ、不交付団体（市町村）の人口の割合を

大幅に高めていく。

（iv）　税源移譲を含む税源配分の見直し等の地方税の充実に対応して、財政力

格差の諭整の必要性が高まるので、実態を踏まえつつ、それへの適切な対

応を図る。

③税源移譲を含む税源配分の見直し

「改革と展望」の期間中に、廃止する国庫補助負担金の対象事業の中で引

き続き地方が主体となって実施する必要のあるものについては、税源移譲す

る。その際、税源移譲は基幹税の充実を基本に行う。税源移譲に当たっては、

個別事業の見直し・精査を行い、補助金の性格等を勘翠しつつ8割程度を目

安として移譲し、義務的な事業については徹底的な効率化を図った上でその

所要の全額を移譲する。あわせて、「18年度までに必要な税制上の措置を判断」

して、その一環として地方税の充実を図る。なお、必要な場合、地方の財政

運営に支障を生じることのないよう暫定的に財源措置を講ずるものとする。

15年度の義務教育費国庫負担金等の削減分についても併せて対応する。

また、地方が納税者の理解を得ながら、課税自主権を活用して地方税の充

実確保を図ることは重要な課題であり、課税自主権の拡大を図る。

こうした三位一体の取組により、地方歳出の見直しと併せ、地方における

歳出規模と地方税収入との禿離をできるだけ縮小するという観点に立って、

地方への税源配分の割合を高める。その際、応益性や負担分任性という地方

税の性格を踏まえ、自主的な課税が行いやすいという点にも配意し、基幹税

の充実を基本に、税源の偏在性が少なく税収の安定性を備えた地方税体系を

構築する。

上記の諸施策について、フォローアップ（追跡調査）を行いつつ、三位一体の改
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革を強力に推進する。また、改革を円滑に実現するため、15年度予算における取組

の上に立って、来年度予算の中で改革を着実に進める。

（3）市町村合併の推進

改革の受け皿となる自治体の行財政基盤の強化が不可欠であり、「市町村の合併

の特例に関する法律」の期限である平成17年3月に向けて、市町村合併を引き続き

強力に推進する。
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7．予算編成プロセス改革

－財政構造改革を進めるに当たっては、予算の質の改善・透明性の向上が

重要である。このため、事前の目標設定と事後の厳格な評価の実施によ

り、税金がどのような成果を上げたかについて、国民に説明責任を果た

す予算編成プロセスを構築する。

【改革のポイント】

（1）トップダウンの予算編成を更に強化し、歳出の思い切った重点化を図る。

（2）政策目標を国民に分かる形で明確に示し（「宣言」）、目標達成のために弾力的

執行などにより予算を効率的に活用し（「実行」）、目標達成の状況を厳しく評

価するく「評価」）という予算編成プロセスの確立を目指す。

（3）平成16年度予算において、新しい予算編成プロセスを「モデル事業」として

試行的に導入する。

【具体的手段】

（1）トップダウンの予算編成の強化

イ改革と展望」において、主要な歳出分野についての複数年度にわたる指針

をより明確に示す。

・「基本方針」等で内閣の経済財政に関する大方針を具体的に提示するととも

に、予算の優先配分等の基本的な方針を明示する。

・予算編成は、そのスタート段階から歳出水準についての考え方など、全体像

を明らかにしつつ行う。

（2）新しい予算編成プロセスの確立に向けた基本的考え方

・各府省は、「基本方針」で示された大方針の下で、達成すべき政策目標（予

算制約と両立するもの）を具体的に作成する。また政策目標は、事業の性格

に応じ、可能な限り定量的なものとする。各府省は、政策目標との関連を明

らかにしつつ予算要求を行う。

・各府省は、政策目標を達成するために、効率的な予算執行に努める。また、

事業の性格に応じ、弾力的な予算執行を行う。

・目標の達成や執行の効率性について、執行段階及び事後の政策評価等を厳し

く行い、その後の予算編成に結びつける。

・事前評価・事後評価のための科学的手法を開発する。また、各府省は、AB

C（活動基準原価計算）等のコスト管理手法への取組を一層強化する。

・透明性を高めるために、発生主義会計等の民間企業会計手法の導入など、公

会計制度の改革を進める。
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（3）平成16年度予算における「モデル事業」の試み

・各府省は、上記の基本的考え方に沿った第一歩として、モデル事業を検討す

る。その際、下記の要件に合致した政策目標を設定し、内閣府と意見交換の

上、ふさわしいものについては、モデル事業として概算要求を行う。経済財

政諮問会議で、当該事業について報告する。

（i）　定量的な達成目標であり、達成期限・達成手段が明示されていること。

（ii）　何をもって「達成」とするか、評価方法が提示されていること。

（iii）　目標期間は1～3年程度とし、各年度ごとの達成目標が明らかにされて

いること。

・政策目標を効率的に達成するため、事業の性格に応じ、予算執行の弾力化を

行う。各府省は、弾力化に伴う効率化に応じ、これを予算に反映する。

・複数年度にわたるモデル事業については、国庫債務負担行為等の活用により、

複数年度にわたる予算執行に支障のないようにする。

（4）「モデル事業」の事後評価

・計画期間終了後及び各年度ごとに、目標の達成状況等について政策評価や予

算執行調査等の評価を行い、国民への説明責任を果たす。そして、今後の予

算編成プロセスの改革に向けた検討材料とする。
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